
Ⅰ現行の地方税制の問題点について
１ 地方法人課税
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（１）「事務所・事業所」に該当せず、課税ができない事例
（例）倉庫業を営む法人の無人倉庫、太陽光・風力発電設備、ATM、

特定目的会社のスキームを活用した大規模物流施設（次ページ）

（２）「事務所・事業所」には該当するが、現行の分割基準による税収の配分
が実態を反映していない事例

問
題
点

法人の事業活動の多様化により、法人関係税が、法人の利益の源泉たる施
設の所在する都道府県に配分されない事例が多くなっていると考えられる。
⇒ 適正な税収の帰属を図るための配分の見直しが必要


